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令和８年度小城市予算　主な事業一覧　

頁 事　業　名

防災対策課 1 防災対策事業

企画政策課・財政課 2 （新規）市民サービス向上デジタル活用事業

総合戦略課・企画政策課・

商工観光課・文化課
3 （新規）書×アート。感性を生むまち小城市プロジェクト

環境課 4 （新規）ＳＡＧＡゼロカーボン加速化事業

環境課 5 （新規）物価高騰対策水道基本料金負担軽減対策事業

環境課 6 廃棄物中継センター施設整備事業

健康福祉課 7 歯周病検診事業

高齢障がい支援課 8 生きがいデイサービスセンター運営事業

高齢障がい支援課 9 障害者意思疎通支援事業

こども家庭課 10 母子・父子等福祉事務

こども家庭課 11 定期予防接種事業（Ａ類疾病）

こども家庭課 12 産婦支援事業

農林水産課 13 （新規）県営福所江漁港整備等促進事業

農林水産課 14 水産振興事業費補助事業

農村整備課 15 農業用施設機能管理事業

農村整備課 16 環境整備事業

商工観光課 17 物価高騰対応くらし応援券事業

商工観光課 18 芦刈地区観光資源再生事業

建設課 19 上坪鉱害ポンプ排水施設維持管理事業

建設課 20 芦刈鉱害排水機場維持管理事業

建設課 21 道路新設改良事業

建設課 22 牛津川遊水地事業

定住推進課 23 空家等対策推進事業

定住推進課 24 移住・定住対策事業

定住推進課 25 市営住宅管理運営事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（裏面へ続く）

所　　属

総務部

市民部

福祉部

産業部

建設部



頁 事　業　名

教育総務課・学校教育課 26 学校教育事務

教育総務課 27 教育情報化推進事業

教育総務課 28 桜岡小学校施設整備基本計画事業

教育総務課 29 芦刈観瀾校特別教室等施設整備事業

教育総務課 30 （新規）学校給食費負担軽減事業

保育幼稚園課 31 幼児教育・保育ネットワーク事業

保育幼稚園課 32 （新規）乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）

生涯学習課 33 野外研修センター管理事業

生涯学習課 34 （新規）地域交流センター改修事業

・ 令和8年度小城市予算　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業一覧

教育委員会

所　　属



□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ ☑ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

予算事業名 防災対策事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 防災・減災体制の充実
一般 9 1 5

総務部　防災対策課 ◎

予算科目
会計 款 項 目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　市民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、国・県その他の公共機関と連携し、防災行政
の推進を図る。

【内容】
　（令和8年度予算の主な内容）
　地域の災害リスクを把握し、市民の安全確保と防災対策に役立てるための防災ハザードマップの作
成及び更新を行う。

　（その他の主な内容）
　・地域防災計画の修正、防災会議の開催、佐賀県総合防災訓練、災害対策連絡室（本部）設置及び
　　運営、防災体制の整備（職員招集・時間外対応・避難所の確保等）
　・災害情報等配信サービスの運用

【事業費の負担割合】
　防災ハザードマップ作成業務　県 1/2　市 1/2

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠 災害対策基本法、小城市災害対策本部条例、小城市地域防災計画

事業期間
平成 17

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金 10,000

国庫支出金
財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金

令和8年度
予算事業費

の内訳

報酬 職員手当等 役務費 委託料
使用料及び

賃借料
負担金、補助

及び交付金
その他 合　　計

2,699 6,572 3,385 20,869 1,626 2,329 453

事　業　費 13,505 12,912 37,933 10,243 10,228 10,228 事業費計 0

財

源

内

訳

一般財源 4,141 12,166 27,914 10,223 10,208 10,208 一般財源

地方債

その他 9,364 746 19 20 20 20 その他

地方債

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

10,000 19 27,914 37,933

37,933
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☑新規事業 □ 既存事業

☑  単年度のみ □ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

103,348 103,348

103,348

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

財

源

内

訳

一般財源 103,348 一般財源

地方債

その他 その他

地方債

事　業　費 0 0 103,348 0 0 0 事業費計 0

令和8年度
予算事業費

の内訳

役務費 委託料
使用料及び

賃借料
合　　計

323 21,532 81,493

財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金

国庫支出金

目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　市民サービスの向上と行政運営の効率化を図るため、デジタル技術を活用した柔軟な働き方の実現
と行政のデジタル化を推進するとともに、情報セキュリティ機能の強化と安全性を確保する。

【内容】
　（令和8年度予算の主な内容）
　・市民向けオンライン相談の環境構築
　・サイバーセキュリティ対策の強化
　・クラウド電話交換機によるスマートフォンの活用

【その他】
　令和９年度以降の経費は、企画政策課及び財政課の事業で計上する予定
　・基幹系システム運用・管理事業（企画政策課）82,165千円
　・庁舎管理事業（財政課）25,035千円

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠

事業期間

予算事業名 （新規）市民サービス向上デジタル活用事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名
DXの推進と⾏政サービス
の向上一般 2 1 8

総務部　企画政策課・財政課 ◎ ◎ ◎

予算科目
会計 款 項
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☑新規事業 □ 既存事業

□  単年度のみ □ 単年度繰返 ☑ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

1,000 1,000

1,000

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

1,000

令和8年度
予算事業費

の内訳

委託料

6,000

事　業　費 0 0 1,000 5,000 0 0 事業費計 6,000

その他

一般財源 1,000 5,000 一般財源

地方債

その他

県支出金

地方債

財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金財

源

内

訳

国庫支出金

（決算） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　書聖中林梧竹の生誕200年（令和9年4月）を機に、県内外への情報発信による市の認知度向上及
び誘客を図り、市民の誇りの醸成につなげる。

【内容】
　「書×アート。感性を生むまち小城市プロジェクト」として、「書」に関連するイベントや情報発
信等を実施する。

　令和8年度　　市ホームページ内に特設ページの開設
　　　　　  　　次年度のイベント実施に向けて、SNSでの情報発信等
　令和9年度　　「書」や「アート」をテーマとした集客イベント等を年間通じて開催

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠

事業期間
令和 8 令和 9

施策名 情報発信の強化
一般 2 1 6

総務部　総合戦略課・企画政策課、産業部
商工観光課、教育委員会　文化課

◎ ◎ ◎

予算科目
会計 款 項 目

予算事業名
（新規）書×アート。感性を生むまち小城市
プロジェクト 総

合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課
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☑新規事業 □ 既存事業

□  単年度のみ □ 単年度繰返 ☑ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

予算事業名 （新規）SAGAゼロカーボン加速化事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名
快適で住みやすい環境づく
り一般 4 1 5

市民部　環境課 ◎

予算科目
会計 款 項 目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　佐賀県と連携し、家庭用の自家消費型太陽光発電設備及び蓄電池の導入を支援することにより、市
内の脱炭素社会の推進を図る。

【内容】
　小城市SAGAゼロカーボン加速化事業補助金を交付する。

　対象者：市内に住所を有する又は有する予定であり、補助対象設備を導入する住宅に居住中又は居
　　　　　住予定である者
　補助対象設備
　　①太陽光発電設備（自家消費型）
　　　補助率等　：7万円/kW（定額）
　　　補助上限額：35万円以内（5kW）
　　②蓄電池
　　　補助率等　：補助対象経費の1/3（4.7万円/kWh以内）
　　　補助上限額：47万円以内（10kWh）

【事業費の負担割合】
　県（国） 10/10

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠 小城市SAGAゼロカーボン加速化事業補助金交付要綱（予定）

事業期間
令和 8 令和 12

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金 6,560 6,560

国庫支出金
財

源

内

訳

国庫支出金

6,560 6,560 県支出金 32,800

令和8年度
予算事業費

の内訳

負担金、補助

及び交付金
合　　計

6,560

事　業　費 0 0 6,560 6,560 6,560 6,560 事業費計 32,800

財

源

内

訳

一般財源 一般財源

地方債

その他 その他

地方債

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

6,560 6,560

6,560
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☑新規事業 □ 既存事業

☑  単年度のみ □ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

予算事業名
（新規）物価高騰対策水道基本料金負担軽減
対策事業 総

合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 安定した上下水道の充実
一般 4 1 5

市民部　環境課 ◎ 〇

予算科目
会計 款 項 目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　物価高騰の影響を受けている市民や中小企業、商店街、自治会等に対して、水道料金の基本料金相
当額を減免することで市民の生活費支援及び事業者の負担緩和を図る。

【内容】
　令和8年4月以降の水道料金における基本料金相当額を2ヶ月分減免
　
　　①小城市水道エリア
　　　令和8年4～5月使用分水道料金の基本料金相当額の減免
　　②佐賀西部広域水道エリア
　　　令和8年5～6月使用分水道料金の基本料金相当額の減免

【事業費の負担割合】
　国（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金） 10/10

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠

事業期間

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金

国庫支出金 45,262
財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金

令和8年度
予算事業費

の内訳

需用費 委託料
負担金、補助

及び交付金
合　　計

224 707 44,331

事　業　費 0 0 45,262 0 0 0 事業費計 0

財

源

内

訳

一般財源 一般財源

地方債

その他 その他

地方債

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

45,262 45,262

45,262

- 5 -



□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ □ 単年度繰返 ☑ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

247,100 35,000 9,699 388,143

388,143

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

96,344

財

源

内

訳

一般財源 21,017 5,463 9,699 155,805 一般財源

地方債

その他 35,000 その他

地方債 27,900 247,100

事　業　費 33,852 49,322 388,143 716,879 0 0 事業費計 1,189,956

令和8年度
予算事業費

の内訳

委託料 工事請負費 合　　計

8,137 380,006

35,000

財

源

内

訳

国庫支出金 320,412

県支出金

193,744

640,800365,800

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金

国庫支出金 12,835 15,959 96,344 195,274

目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　市内で排出される廃棄物の中継地としての機能を維持向上し、施設の老朽化や安全性の低下を解消
するため、廃棄物中継センターの整備を行う。

【内容】
　廃棄物中継センターの施設整備を行う。
　
　　令和8～9年度　本体工事・解体工事・工事監理等

　※これまでの整備経過
　　令和5年度　循環型社会形成推進地域計画策定
　　令和6年度　基本計画策定等業務（施設基本計画・基本設計・PFI導入可能性調査・測量・地歴
　　　　 　　 　調査・アスベスト調査等）
　　令和7年度　実施設計等業務（実施設計・地質調査・発注者支援等）
　

【事業費の負担割合】
　循環型社会形成推進交付金　国 1/3　市 2/3

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

事業期間
令和 5 令和 9

予算事業名 廃棄物中継センター施設整備事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名
脱炭素社会の推進と循環型
社会の形成一般 4 2 1

市民部　環境課 ◎ 〇

予算科目
会計 款 項
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□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ ☑ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

734 1,621

1,621

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

887

財

源

内

訳

一般財源 214 438 734 734 734 734 一般財源

地方債

その他 その他

地方債

事　業　費 482 636 1,621 1,621 1,621 1,621 事業費計 0

令和8年度
予算事業費

の内訳

需用費 役務費 委託料 合　　計

41 606 974

財

源

内

訳

国庫支出金

887 887 県支出金

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金 268 198 887 887

国庫支出金

目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　歯周病検診を実施し、歯周病の早期発見と早期治療に結びつけ、生涯にわたる歯と口腔の健康づく
りを推進する。
　

【内容】
　・≪拡充≫令和8年度から歯周病検診の対象年齢（20歳・30歳・60歳・70歳）を拡充

　　対象者　：①年度末年齢が20歳・30歳・40歳・50歳・60歳・70歳の者
　　　　　　　②前年度小城市国保特定健診受診者で血糖コントロール不良（HbA1c7.0以上）かつ
　　　　　　　　過去1年間歯科受診のない者（※市の独自事業）
　　実施方法：小城・多久歯科医師会に所属している歯科医院で行う個別検診
　　　　　　　（小城市15医院、多久市4医院）
       自己負担：300円

【事業費の負担割合】
　健康増進事業補助金　県 2/3　市 1/3

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠 健康増進法

事業期間
平成 17

予算事業名 歯周病検診事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 生涯を通じた健康づくり
一般 4 1 3

福祉部　健康福祉課 ◎

予算科目
会計 款 項
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□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ ☑ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

予算事業名 生きがいデイサービスセンター運営事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 高齢者福祉・介護の充実
一般 3 1 2

福祉部　高齢障がい支援課 ◎

予算科目
会計 款 項 目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　高齢者等の介護予防及び健康増進を図り、自立及び充実した生きがいのある生活を支援するため、
小城市生きがいデイサービスセンター「きらら」の管理運営を行う。

【内容】
　小城市生きがいデイサービスセンター「きらら」の建物老朽化に伴う廃止

　令和7年度　「きらら」の管理運営（指定管理）
　　　          　アスベスト含有分析調査
　令和8年度　「きらら」を廃止し芦刈保健福祉センター「ひまわり」で実施している事業と一本化
　　　　　　   施設解体工事及び佐賀県介護予防拠点整備事業補助金返還

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠

事業期間
平成 17

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金

国庫支出金
財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金

令和8年度
予算事業費

の内訳

工事請負費
償還金、利子

及び割引料
合　　計

33,949 12,786

事　業　費 5,991 6,841 46,735 0 0 0 事業費計 0

財

源

内

訳

一般財源 5,991 6,841 16,235 一般財源

地方債

その他 その他

地方債 30,500

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

30,500 16,235 46,735

46,735
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□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ ☑ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

209 698

698

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

326 163

財

源

内

訳

一般財源 147 121 209 209 209 209 一般財源

地方債

その他 その他

地方債

事　業　費 267 439 698 698 698 698 事業費計 0

令和8年度
予算事業費

の内訳

委託料
使用料及び

賃借料
合　　計

653 45

326 326
財

源

内

訳

国庫支出金

163 163 県支出金

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金 40 106 163 163

国庫支出金 80 212 326 326

目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　行政手続きや相談に来庁された聴覚障がい者の窓口支援を行うことで、社会参加の機会を増やし福
祉の向上に資する。

【内容】
　（令和8年度予算の主な内容）
　・≪新規≫手話通訳者窓口配置
　　新たに手話通訳者を定期的（月2回）に配置し、聴覚障がい者の窓口支援を行う。
　　令和8年4月開始予定

　（その他の主な内容）
　・手話通訳者派遣事業
　・電話リレーサービス通話料公費負担
　・手話リンクサービス実施

【事業費の負担割合】
　国 1/２　県 1/４　市 1/4

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠 障害者総合支援法

事業期間
平成 18

予算事業名 障害者意思疎通支援事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 障がい者福祉の充実
一般 3 1 3

福祉部　高齢障がい支援課 ◎

予算科目
会計 款 項
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□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ ☑ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

予算事業名 母子・父子等福祉事務
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 こども・子育て支援の充実
一般 3 2 3

福祉部　こども家庭課 ◎

予算科目
会計 款 項 目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　ひとり親家庭等の相談に応じ、自立に必要な支援を行う。また、困難な問題を抱える女性の発見に
努め、必要な保護や問題解決に向けた支援を行う。

【内容】
　（令和8年度予算の主な内容）
　・≪新規≫相談支援体制の充実を図るため、新たに女性相談支援員を配置する。

　（その他の主な内容）
　・母子・父子自立支援員の配置
　・小城市母子寡婦福祉連合会活動費助成補助金

　・県母子寡婦福祉研修大会負担金

【事業費の負担割合】
　女性相談支援員配置　国 1/2　 市 1/2

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠
母子及び父子並びに寡婦福祉法、小城市母子・父子自立支援員設置規程、困難な問題を
抱える女性への支援に関する法律、小城市女性相談支援員設置規程（予定）

事業期間
平成 17

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金

国庫支出金 751 751 751 751
財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金

令和8年度
予算事業費

の内訳

報酬 職員手当等 共済費 旅費
負担金、補助

及び交付金
合　　計

2,033 761 521 70 167

事　業　費 2,435 2,117 3,552 3,552 3,552 3,552 事業費計 0

財

源

内

訳

一般財源 2,423 2,105 2,786 2,786 2,786 2,786 一般財源

地方債

その他 12 12 15 15 15 15 その他

地方債

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

751 15 2,786 3,552

3,552
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□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ ☑ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

37,000 89,815 126,815

126,815

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

財

源

内

訳

一般財源 68,986 80,369 89,815 89,800 89,800 89,800 一般財源

地方債

その他 55,000 36,000 37,000 37,000 37,000 37,000 その他

地方債

事　業　費 124,033 116,469 126,815 126,800 126,800 126,800 事業費計 0

令和8年度
予算事業費

の内訳

需用費 役務費 委託料 扶助費 合　　計

116 1,283 124,064 1,352

財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金

国庫支出金 47 100

目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　伝染の恐れがある疾病の発生及び蔓延を予防するため、法律に基づき予防接種を実施する。

【内容】
　（令和8年度予算の主な内容）
　・≪拡充≫小児のRSウイルス感染症の予防接種
　　妊婦に接種し胎盤を通じて胎児に免疫を移行させることで、生後6か月までの重症化を防ぐ。
　　　対象者　：妊娠28～36週の妊婦
       　接種方法：医療機関での個別接種
　　　自己負担：無料

　（その他の主な内容）
　・ロタウイルス、ジフテリア、破傷風、百日せき、ポリオ、Hib感染症、小児の肺炎球菌感染症、
結核、B型肝炎、麻疹、風疹、水痘、日本脳炎、ヒトパピローマウイルス感染症の予防接種

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠 予防接種法

事業期間
平成 17

予算事業名 定期予防接種事業（A類疾病）
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 こども・子育て支援の充実
一般 4 1 3

福祉部　こども家庭課 ◎

予算科目
会計 款 項
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□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ ☑ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

予算事業名 産婦支援事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 こども・子育て支援の充実
一般 4 1 4

福祉部　こども家庭課 ◎

予算科目
会計 款 項 目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　産婦に対し、健診や産後ケアを行い、産後うつ等心身の疾患の早期発見や早期対応を図る。また、
心身のケアやサポート等を行い、産後安心して子育てができる支援体制の確保を行う。

【内容】
　（令和8年度予算の主な内容）
　・≪拡充≫産後ケア事業
　　育児相談等の支援を行うため、デイサービス型、アウトリーチ型を新たに実施する。
　　　宿泊型：産婦人科等の施設で宿泊による支援を行う。
　　　デイサービス型：産婦人科等の施設で、日中来所した利用者に対し支援を行う。
　　　アウトリーチ型（訪問型）：助産師が利用者の自宅へ訪問し、支援を行う。

　（その他の主な内容）
　・産婦健康診査事業

【事業費の負担割合】
　国 1/2　県 1/4　市 1/4（産後ケア事業）
　国 1/2　市 1/2（産婦健康診査事業）

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠 母子保健法、子ども・子育て支援法、小城市産後ケア（ショートステイ）事業実施要綱

事業期間
令和 6

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金 314 88 357 357

国庫支出金 2,681 2,252 2,514 2,514 2,514 2,514
財

源

内

訳

国庫支出金

357 357 県支出金

令和8年度
予算事業費

の内訳

需用費 役務費 委託料 扶助費 合　　計

5 16 4,451 350

事　業　費 4,738 4,517 4,822 4,822 4,822 4,822 事業費計 0

財

源

内

訳

一般財源 1,743 2,177 1,951 1,951 1,951 1,951 一般財源

地方債

その他 その他

地方債

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

2,514 357 1,951 4,822

4,822
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☑新規事業 □ 既存事業

□  単年度のみ □ 単年度繰返 ☑ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

予算事業名 （新規）県営福所江漁港整備等促進事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 農林水産業の振興
一般 6 3 2

産業部　農林水産課 ◎

予算科目
会計 款 項 目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　県営福所江漁港の漁業関連施設等の整備を行い、利便性を向上させることで漁業経営の安定化を図
る。

【内容】
　佐賀県が事業主体となり県営福所江漁港の漁具保管施設の整備を行う。

　令和8年度　漁具保管施設用地買収
　令和9年度　漁具保管施設用地整備
　

【事業費の負担割合】
　佐賀県が事業主体であり、全体事業費の15％が市負担（うち漁協負担7.5％）

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠 小城市漁港漁場整備事業分担金徴収条例

事業期間
令和 8 令和 9

9,000

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金

国庫支出金

15,075

財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金

75

15,000

令和8年度
予算事業費

の内訳

負担金、補助

及び交付金
合　　計

12,150

事　業　費 0 0 12,150 18,000 0 0 事業費計 30,150

財

源

内

訳

一般財源 75 一般財源

地方債

その他 6,075 9,000 その他

地方債 6,000

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

6,000 6,075 75 12,150

12,150
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□ 新規事業 ☑既存事業

☑  単年度のみ □ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

地方債

県支出金

4,300

R10年度 R11年度R6年度

その他

事業期間

（決算） （計画） （計画） （計画）

R8年度 R9年度

（計画）

事業の概要

【目的】
　佐賀県有明海漁業協同組合が実施する水産振興事業を支援することにより、水産業の振興を図る。

【内容】
　アオノリなどの付着藻類等の駆除や、アカグサレ病等の病気予防のために使用する活性処理剤及び
海苔出荷用ダンボールの購入費用を支援する。
　補助率：対象経費の15％以内（上限4,300千円）

事業費の推移

県支出金

（計画）

財

源

内

訳

国庫支出金

款 項

国庫支出金

総事業費
（期間限定事業のみ）

R7年度

財

源

内

訳

一般

法令根拠 小城市水産振興事業費補助金交付要綱

施策名 農林水産業の振興
6 3

予算科目

担当部課

予算事業名
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興
水産振興事業費補助事業

産業部　農林水産課

目

人にやさしい

小城市づくり

◎

2

会計

4,300

合　　計

一般財源

地方債

事業費計 00

その他

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

00

国庫支出金

4,300

0 4,300 0

一般財源

4,300

事　業　費

令和8年度
予算事業費

の内訳

負担金、補助

及び交付金

合　　計県支出金 地方債 その他

4,300

一般財源
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□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ ☑ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

予算事業名 農業用施設機能管理事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 農林水産業の振興
一般 6 1 6

産業部　農村整備課 ◎

予算科目
会計 款 項 目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　農業用施設の機能管理を積極的に行い、機能を回復させ生産基盤の充実及び農業生産性の向上を図
る。

【内容】
　国及び県の補助対象外の用排水路、農道等の農業用施設の維持補修に対して、2,000千円を限度と
する事業費の65％以内の額を事業主体である区・生産組合等へ補助する。

　令和8年度補助金交付予定地区
　①初田地区　　　　　　　水路補修・法面コンクリート
　②牛王地区　　　　　　　水路補修・木柵工事（過疎対策事業債）
　③杉町地区　　　　　　　水路補修・法面整形
　④芦刈中村地区　　　　　水路補修・木柵工事（過疎対策事業債）
　⑤≪拡充≫練ヶ里地区　　水路補修・木柵工事（宅地隣接箇所）
　※⑤について令和7年度までは宅地に隣接する農業用施設は補助対象外としていたが、令和8年度
から補助対象とする。

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠 小城市農業用施設機能管理事業補助金交付要綱

事業期間
平成 17

1,300

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金

国庫支出金
財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金

令和8年度
予算事業費

の内訳

委託料 原材料費
負担金、補助

及び交付金
合　　計

1,593 100 6,500

事　業　費 10,527 8,001 8,193 7,693 9,393 6,793 事業費計 0

財

源

内

訳

一般財源 8,027 5,501 3,093 3,893 1,693 1,693 一般財源

5,200 2,600 地方債

その他 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 その他

地方債 2,600

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

2,600 2,500 3,093 8,193

8,193

- 15 -



□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ ☑ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

※令和8年度事業費は、令和7年度からの繰越予定額13,681千円を含む。

33,400 945 11,071 45,416

45,416

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

財

源

内

訳

一般財源 7,736 6,320 24,068 19,000 19,000 19,000 一般財源

9,500 9,500 地方債

その他 306 585 1,629 1,500 1,500 1,500 その他

地方債 2,000 2,800 33,400

事　業　費 10,042 9,705 59,097 30,000 30,000 30,000 事業費計 0

令和8年度
予算事業費

の内訳

委託料 工事請負費 合　　計

6,237 39,179

財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金

9,500

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金

国庫支出金

目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　国及び県の補助対象外の農道・農業用用排水路等、農業用施設を整備することにより、施設が持つ
機能の維持回復をさせ、農業生産基盤の改善と農業経営の安定化を図る。

【内容】
　（令和8年度予算の主な内容）
　・立物地区無名橋橋りょう補修（設計業務、補修工事）（公共施設等適正管理推進事業債）
　・農道大江・西川線補修工事
　・東戸崎水路整備工事（過疎対策事業債）

【事業費の負担割合】
　受益者分担金　揚水機・パイプライン等（20％）、水路・農道整備等（5％）
　事業費から受益者分担金を差し引いた残額が市単独費

　令和8年度実施予定の橋りょう補修および農道補修については、通り抜け等も多く、道路管理者と
して行う補修であることから、全額を市単独費で実施する。

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠 小城市営環境整備事業分担金徴収条例、小城市営環境整備事業実施要綱

事業期間
平成 17

予算事業名 環境整備事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 農林水産業の振興
一般 6 1 11

産業部　農村整備課 ◎

予算科目
会計 款 項
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□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ □ 単年度繰返 ☑ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

※令和8年度事業費は、令和7年度からの繰越予定額12,700千円を含む。

456,335

456,335

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

456,335

財

源

内

訳

一般財源 1,301 一般財源

地方債

その他 その他

地方債

事　業　費 0 103,261 469,035 0 0 0 事業費計 572,296

令和8年度
予算事業費

の内訳

役務費 委託料 合　　計

4,215 452,120

財

源

内

訳

国庫支出金 570,995

県支出金

1,301

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金

国庫支出金 101,960 469,035

目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　物価高騰の影響を受けている市民及び事業者の負担を軽減するため、「物価高騰対応くらし応援
券」を発行し、市民生活及び事業者の支援を行う。

【内容】
　第2弾物価高騰対応くらし応援券を発行する。

　交付対象者：市長が定める基準日に住民基本台帳に記録されている者
　交付券面額：1人につき10,000円（1,000円券×10枚）
　交付方法　：世帯主あてに同居世帯員分の物価高騰対応くらし応援券を送付
　使用可能店舗等：コンビニエンスストア及び大規模小売店舗以外の事業者で、物価高騰対応くらし
　　　　　　　　　応援券取扱事業者として登録した店舗等
　使用期間　：交付開始日から令和8年10月31日まで

【事業費の負担割合】
　国（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金） 10/10

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠 小城市物価高騰対応くらし応援券交付事業実施要綱

事業期間
令和 7 令和 8

予算事業名 物価高騰対応くらし応援券事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 商工業の振興
一般 7 1 2

産業部　商工観光課 ◎

予算科目
会計 款 項

- 17 -



□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ □ 単年度繰返 ☑ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

※令和8年度事業費は、令和7年度からの繰越予定額45,601千円を含む。

39,900 79 39,979

39,979

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

財

源

内

訳

一般財源 80 67 一般財源

地方債

その他 その他

地方債 85,500

事　業　費 0 0 85,580 59,967 0 0 事業費計 145,547

令和8年度
予算事業費

の内訳

工事請負費 合　　計

39,979

財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金

147

145,40059,900

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金

国庫支出金

目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　過疎地域指定を受けている芦刈地区の観光資源の価値を高め、既存施設の有効利用と交流人口の増
加を目指し、海遊ふれあいパーク周辺の環境整備を行う。

【内容】
　海遊ふれあいパーク周辺の環境整備を行う。

　令和7年度　海遊ふれあいパーク干潟体験場の浚渫工事　1,228㎥
　令和8年度　芦刈港湾背面の浚渫工事　3,960㎥

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠 小城市観光施設条例

事業期間
令和 7 令和 9

予算事業名 芦刈地区観光資源再生事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 観光・交流の推進
一般 7 1 3

産業部　商工観光課 ◎

予算科目
会計 款 項
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□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ ☑ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

307,000 7,026 314,026

314,026

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

財

源

内

訳

一般財源 一般財源

地方債

その他 2,349 8,720 7,026 7,700 7,700 7,700 その他

地方債 4,100 307,000

事　業　費 2,349 12,820 314,026 7,700 7,700 7,700 事業費計 0

令和8年度
予算事業費

の内訳

旅費 需用費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費 積立金 合　　計

50 2,107 87 2,171 13 307,041 2,557

財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金

国庫支出金

目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　豪雨等による内水の排水不良を原因とする水害を未然に防止するため、上坪排水機場のポンプ設備
等の適正な維持管理と整備を行い、危機管理体制の充実を図る。

【内容】
　上坪排水機場のポンプ設備等の改修及び更新を行う。

　令和7年度　3号ポンプ設備等改修工事設計業務
　令和8年度　3号ポンプ設備等改修工事
　※1、2号ポンプ設備等の改修工事については、他機場の状況を確認しながら進めていく。

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠 河川法

事業期間
平成 17

予算事業名 上坪鉱害ポンプ排水施設維持管理事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 防災・減災体制の充実
一般 11 1 2

建設部　建設課 ◎

予算科目
会計 款 項
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□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ ☑ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

186,100 26,654 212,754

212,754

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

財

源

内

訳

一般財源 一般財源

地方債

その他 12,033 15,237 26,654 29,000 29,000 29,000 その他

地方債 207,600 174,400 186,100

事　業　費 219,633 189,637 212,754 29,000 29,000 29,000 事業費計 0

令和8年度
予算事業費

の内訳

旅費 需用費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費 積立金 合　　計

50 9,526 318 12,850 43 181,730 8,237

財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金

国庫支出金

目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　豪雨等による内水の排水不良を原因とする水害を未然に防止するため、芦刈鉱害排水機場のポンプ
設備等の適正な維持管理と整備を行い、危機管理体制の充実を図る。

【内容】
　芦刈鉱害排水機場のポンプ設備等の改修及び更新を行う。

　　令和8年度　三王崎排水機場2号ポンプ設備等改修工事
　　令和8年度　川越排水機場2号ポンプ設備等改修工事設計業務

　※これまでの整備経過
　　令和6年度　三王崎排水機場1号ポンプ設備等改修工事
　　令和6年度　川越排水機場1号ポンプ設備等改修工事設計業務
　　令和7年度　川越排水機場1号ポンプ設備等改修工事
　　令和7年度　三王崎排水機場2号ポンプ設備等改修工事設計業務
　※川越排水機場・三王崎排水機場・戸崎排水機場のポンプ設備等の未改修工事分については、他機
場の状況を確認しながら進めていく。

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠 河川法

事業期間
平成 17

予算事業名 芦刈鉱害排水機場維持管理事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 防災・減災体制の充実
一般 11 1 2

建設部　建設課 ◎

予算科目
会計 款 項
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□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ ☑ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

建設部　建設課 ◎

予算事業名 道路新設改良事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課 〇 ◎

予算科目
会計 款 項 目

施策名
道路・交通網・交通環境の
充実一般

法令根拠 道路法、道路構造令、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成 25

8 2 3

事業の概要

【目的】
　道路改良工事により車両や歩行者等の安全と利便性を確保する。

【内容】
　①甘木線歩道設置事業（実施期間：令和8～11年度）
　　施工延長L=50m　歩道（W=3.5m）の整備
　　　令和8年度　　　現地測量、詳細設計
　　　令和9年度以降　用地測量、用地買収（登記 ）、歩道設置工事
　②宿・鷺ノ原線交通安全施設整備事業（実施期間：令和6～8年度）
　　施工延長L=1,100m　歩行区間の明示（カラー区画線）等の整備
　　　令和6～7年度　歩行区間の明示、転落防止柵設置等の整備　L=400m
　　　令和8年度　　  歩行区間の明示等の整備　L=700m

　※令和8年度から社会資本整備総合交付金（新設改良）事業を統合して計上

【事業費の負担割合】
　補助率50％を基本として毎年度変動

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）（決算） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画）

一般財源

その他

4,759

15 15

33,990 11,330

5,506 7,675 5,935

23,400 7,800 地方債

その他

県支出金

工事請負費

財

源

内

訳

一般財源 5,188 892 5,058

令和8年度
予算事業費

の内訳

報酬 職員手当等 共済費

国庫支出金 7,454

事　業　費 16,588 892 18,327

地方債 11,400 5,800 3,200

県支出金

18,3275729,729 4,314

15 15

2,047 794 507 364

財

源

内

訳

国庫支出金

13,480 65,080 25,080

その他 合　　計

事業費計 0

需用費 委託料

令和8年度

予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

5,800 15 5,058 18,3277,454
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□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ □ 単年度繰返 ☑ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

※令和8年度事業費は、令和7年度からの繰越予定額9,372千円を含む。

2,521

2,521

合　　計

2,521

令和8年度
予算事業費

の内訳

報償費 旅費 需用費 役務費

その他

0 事業費計

合　　計

284 217 1,014 6 1,000

932,102

委託料

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

地方債

その他

事　業　費 233,306 609,815 11,893 0 0

財

源

内

訳

国庫支出金

地方債 211,000 144,100

567,702

364,400

県支出金

9,300

一般財源

県支出金

一般財源 22,306 465,715 2,593

財

源

内

訳

国庫支出金

8

（決算） （計画） （計画） （計画）

R11年度 総事業費
（期間限定事業のみ）（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　令和元年8月豪雨で牛津川流域において甚大な被害が発生したことを受け、国が事業主体となり、
市も協力して、牛津川（三里地区）に遊水地を整備することにより、牛津川流域の市民の生命及び財
産の保護を図る。

【内容】
　牛津川遊水地整備にあたり、家屋移転が必要となることから、対象地区（上右原地区、下右原地
区、山崎地区）内の移転希望者に対し、集団移転の代替地の整備を行う。

　　令和8年度　造成地販売（一般）用広告作成

　※これまでの整備経過
　　平成31～令和6年度　移転方法の検討、代替地候補地の検討、用地協議、計画作成、実施設計、
　　　　　　　　　　　　農地転用・開発行為の申請手続き、代替地の用地買収（登記）、代替地の
　　　　　　　　　　　　造成工事、用地測量（分筆等）
　　令和7年度　移転対象者との代替地売買契約（市→移転対象者）、移転対象者の家屋移転、遊水
　　　　　　　  地建設（国）、道路台帳作成（小隈地区：3路線、坂井地区：4路線）、市道大江・
　　　　　　　  小隈線拡幅工事（用地測量・用地買収・拡幅工事）、水路改修工事（市道西川・西
　　　　　　　  小路線）

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

法令根拠 小城市牛津川遊水地事業に係る農用地保全条例

事業期間
平成 31 令和

施策名 防災・減災体制の充実
一般 8 3 4

予算事業名 牛津川遊水地事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課 建設部　建設課 ◎

予算科目
会計 款 項 目
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□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ ☑ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

※令和8年度事業費は、令和7年度からの繰越予定額〇千円を含む。

予算事業名 空家等対策推進事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名
快適で住みやすい環境づく
り一般 8 5 1

建設部　定住推進課 ◎

予算科目
会計 款 項 目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　近年増加する空家等の問題に対し、地域住民の生活環境の保全を図るため、空家等の適切な管理や
利活用を促進するとともに、周囲に迷惑をかけている危険な空家等を減らすことにより、良質なまち
づくりを目指す。

【内容】
　①空家等対策の推進
　　・小城市空家等対策協議会の開催
　　・空家等実態調査の実施
　②空家等の適切な管理の推進
　　・管理不全な空家等に対する特措法や条例及び空家等対策計画に基づく措置等の実施
　　・空家等対策セミナー及び相談会の開催、納税通知書への空家等対策チラシの同封
　③除却の推進
　　・危険空き家等除却補助金の交付

【事業費の負担割合】
　①空家等実態調査　国 1/2　市 1/2
　③危険空き家等除却補助金　限度額　500千円　市 1/2　事業者 1/2
　　　　　　　　　　　　　　限度額1,000千円　国 2/5　市 2/5　事業者 1/5

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠
空家等対策の推進に関する特別措置法、小城市空家等の適切な管理及び活用の促進に関
する条例、小城市空家等の適切な管理及び活用の促進に関する条例施行規則

事業期間
平成 28

1,500

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金

国庫支出金 600 610 5,810 610 610 610
財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金

令和8年度
予算事業費

の内訳

報酬 旅費 需用費 役務費 委託料 工事請負費
負担金、補助

及び交付金
合　　計

51 87 41 563 10,683 550 4,040

事　業　費 3,393 5,122 16,015 9,670 7,070 7,070 事業費計 0

財

源

内

訳

一般財源 1,793 2,912 8,155 6,460 3,860 3,860 一般財源

1,500 1,500 地方債

その他 1,100 550 1,100 1,100 1,100 その他

地方債 1,000 500 1,500

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

5,810 1,500 550 8,155 16,015

16,015
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□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ ☑ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

※令和8年度事業費は、令和7年度からの繰越予定額1,200千円を含む。

予算事業名 移住・定住対策事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名
快適で住みやすい環境づく
り一般 8 5 1

建設部　定住推進課 ◎

予算科目
会計 款 項 目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　定住人口の確保と地域の活性化を図るため、子育て世代等の定住を促進する。

【内容】
　・移住・定住希望者からの相談対応、移住・定住に関する情報発信、PR活動の充実
　・空き家活用に関する相談対応の充実 、空き家バンク運営及び登録推進
　　①空き家コーディネート業務委託（空き家バンク運営等委託）
　　　相談窓口設置・相談対応・伴走支援・プラットホーム整備・空き家バンク登録等
　・移住・定住に関する補助金等の交付
　　②空き家改修費助成事業補助金の交付
　　③過疎地域空き家改修費助成事業補助金の交付
　　④過疎地域定住促進住宅取得奨励金の交付
　　⑤地方創生移住支援事業費補助金の交付
　　⑥未来につなぐさが移住支援費補助金の交付

【事業費の負担割合】
　①、④　　　　　　　国 45％　市 55％
　②（転入者利用時）　国 45％　市 55％
　⑤、⑥　　　　　　　県 3/4     市 1/4

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠
小城市空き家改修費助成事業補助金交付要綱、小城市過疎地域空き家改修費助成事業補助金交付要綱、佐賀県地方創生移住・地

域活性化等起業支援事業実施要領、小城市地方創生移住支援事業における移住支援金交付要綱、小城市過疎地域定住促進住宅取

得奨励金交付要綱、未来につなぐ さが移住支援費補助金交付要綱、小城市空き家バンク活用促進奨励金交付要綱

事業期間
平成 28

8,600

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金 7,050 5,850 5,700 6,300

国庫支出金 6,300 6,660 8,127 6,480 6,480 6,480
財

源

内

訳

国庫支出金

6,300 6,300 県支出金

令和8年度
予算事業費

の内訳

旅費 需用費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料
負担金、補助

及び交付金
合　　計

141 150 31 7,250 5 21,600

事　業　費 29,761 27,703 30,377 28,247 28,247 28,247 事業費計 0

財

源

内

訳

一般財源 10,701 10,493 8,250 6,867 6,867 6,867 一般財源

8,600 8,600 地方債

その他 310 その他

地方債 5,400 4,700 8,300

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

7,812 5,700 7,900 7,765 29,177

29,177
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□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ ☑ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

※令和8年度事業費は、令和7年度からの繰越予定額〇千円を含む。

予算事業名 市営住宅管理運営事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名
快適で住みやすい環境づく
り一般 8 6 1

建設部　定住推進課 ◎

予算科目
会計 款 項 目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　住宅に困窮する低額所得者に対して、低廉な家賃で住宅を供給する目的で整備された市営住宅の修
繕及び入居者管理を実施することにより、市営住宅における良質な住環境を提供する。

【内容】
　（管理施設）西新町団地 5棟 72戸、牛津団地 2棟 80戸、下畑田団地 2棟 2戸
　・一般修繕、空室修繕、計画修繕、植栽維持及び雨樋清掃の実施
　・家賃決定、入退居者管理、入居者募集・抽選、収納業務、苦情対応等
　　令和8年度　西新町団地外壁等改修工事（3期）　5号棟及び駐輪場、集会場

　※これまでの整備経過
　　令和4年度　公営住宅長寿命化計画策定（計画期間：令和5～14年度）
　　令和5年度　西新町団地外壁等改修工事実施設計業務、西新町団地外壁等改修工事設計監督員支
　　　　 　　 　援業務、下畑田団地4号棟解体工事
　　令和6年度　西新町団地外壁等改修工事（1期）　1～2号棟及び駐輪場
　　令和7年度　西新町団地外壁等改修工事（2期）　3～4号棟及び駐輪場、プロパンガス庫

【事業費の負担割合】
　西新町団地外壁等改修工事（3期）　国 45％　市 55％

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠 公営住宅法、小城市営住宅条例、小城市営住宅条例施行規則

事業期間
平成 17

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金

国庫支出金 24,541 32,374 26,410 4,000 4,000 4,000
財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金

令和8年度
予算事業費

の内訳

需用費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

負担金、補助

及び交付金
合　　計

3,269 605 8,329 293 80,759 90

事　業　費 67,496 89,546 93,345 12,800 12,800 12,000 事業費計 0

財

源

内

訳

一般財源 一般財源

地方債

その他 8,255 7,672 9,735 8,800 8,800 8,000 その他

地方債 34,700 49,500 57,200

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

26,410 57,200 9,735 93,345

93,345
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□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ ☑ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

23 8,425 8,448

8,448

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

財

源

内

訳

一般財源 4,802 6,164 8,425 6,605 6,605 6,605 一般財源

地方債

その他 5,217 20 23 23 23 23 その他

地方債

事　業　費 10,019 6,184 8,448 6,628 6,628 6,628 事業費計 0

令和8年度
予算事業費

の内訳

報酬 職員手当等 共済費 報償費 役務費 委託料 その他 合　　計

2,940 1,140 769 701 596 1,346 956

財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金

国庫支出金

目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　学校教育が円滑かつ効果的に行われるよう、教育活動を支援する。

【内容】
　（令和8年度予算の主な内容）
　・≪新規≫小・中学校における児童生徒の教育環境に関する有識者懇話会委員謝金（年6回）
　　委員：学識経験者、学校関係者、教育委員会が必要と認める者

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠 学校教育法、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

事業期間
平成 17

予算事業名 学校教育事務
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 学校教育の充実
一般 10 1 2

教育委員会　教育総務課・学校教育課 ◎

予算科目
会計 款 項
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□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ ☑ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

予算事業名 教育情報化推進事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 学校教育の充実
一般 10 1 2

教育委員会　教育総務課 ◎

予算科目
会計 款 項 目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　「学校教育の情報化に関する法律」及び「GIGAスクール構想」等に基づき、市内小中学校の教育
の情報化（授業の情報化・校務の情報化）を推進する。

【内容】
　（令和8年度予算の主な内容）
　・1人1台タブレット端末の更新

　（その他の主な内容）
　・市内小中学校のICT機器等の環境整備及び維持管理
　・教育情報基幹システム（グループウェア、校務支援システム等）の保守
　・教育情報化機器（電子黒板、タブレット型端末等）の保守
　・教育用ネットワークの維持管理
　・ICT支援員等の人的支援
　

【事業費の負担割合】
　1人1台タブレット端末の更新
　公立学校情報機器整備事業費補助金　補助基準額に対し県 2/3　市 1/3

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠 学校教育の情報化の推進に関する法律

事業期間
平成 24

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金 1,664 148,903

国庫支出金 865 3,936
財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金

令和8年度
予算事業費

の内訳

需用費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料
備品購入費

補償、補填

及び賠償金
合　　計

2,702 22,648 55,740 137,824 230,056 516

事　業　費 187,784 202,204 449,486 192,876 249,139 248,677 事業費計 0

財

源

内

訳

一般財源 77,594 137,039 168,212 192,876 249,139 248,677 一般財源

地方債

その他 105,126 60,000 124,135 その他

地方債 3,400 4,300 4,300

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

3,936 148,903 4,300 124,135 168,212 449,486

449,486
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□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ □ 単年度繰返 ☑ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

予算事業名 桜岡小学校施設整備基本計画事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 学校教育の充実
一般 10 2 3

教育委員会　教育総務課 ◎

予算科目
会計 款 項 目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　築40年経過し老朽化が進行している校舎及び体育館の環境改善並びに特別支援教室等の増加に伴
う教室不足を解消するため、既存の校舎を新築と同程度の長寿命化改良、または増改築することによ
り新しい時代の学びを支える安全安心な教育環境を実現する。

【内容】
　桜岡小学校の長寿命化改良等の施設整備を行うため、既存施設の耐力度調査及び施設整備基本計画
の策定を行う。

　令和7年度　既存施設耐力度調査業務
　令和8年度　施設整備基本計画策定業務

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠 学校教育法、建築基準法、小学校施設整備指針

事業期間
令和 7 令和 8

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金

国庫支出金
財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金

18,997

令和8年度
予算事業費

の内訳

委託料 合　　計

9,562

事　業　費 0 9,435 9,562 0 0 0 事業費計 18,997

財

源

内

訳

一般財源 9,435 9,562 一般財源

地方債

その他 その他

地方債

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

9,562 9,562

9,562
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□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ □ 単年度繰返 ☑ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

予算事業名 芦刈観瀾校特別教室等施設整備事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 学校教育の充実
一般 10 3 3

教育委員会　教育総務課 ◎

予算科目
会計 款 項 目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　築49年経過し老朽化が深刻な旧中学校校舎の環境改善及び芦刈観瀾校全体の規模の適正化を図るた
め、既存の校舎等を解体し特別教室等の必要な諸室のみ改築することにより、新しい時代の学びを支
える安全安心な教育環境を実現する。

【内容】
　芦刈観瀾校の旧中学校棟及び部室棟の施設整備を行うため、基本設計及び実施設計業務委託、また
校舎の解体工事並びにアスベスト調査業務委託を行う。

　令和7年度　  基本設計業務委託（校舎及び部室棟改築）
　　　 　　　　アスベスト含有分析調査業務委託（校舎）
　令和8年度　  実施設計業務委託（校舎及び部室棟改築・校舎解体）
　　　 　　　　建物等事前調査業務委託
　令和9年度　  改築工事（校舎及び部室棟）
　　　 　　　　工事監理業務委託（校舎及び部室棟）
　令和10年度　解体・整地工事（校舎）

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠 学校教育法、建築基準法、小学校施設整備指針、中学校施設整備指針

事業期間
令和 7 令和 10

911,400

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金

国庫支出金
財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金

31,275

1,262,400

令和8年度
予算事業費

の内訳

役務費 委託料 合　　計

528 51,020

事　業　費 0 21,514 51,548 918,020 302,593 0 事業費計 1,293,675

財

源

内

訳

一般財源 21,514 3,048 6,620 93 一般財源

302,500 地方債

その他 その他

地方債 48,500

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

48,500 3,048 51,548

51,548
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☑新規事業 □ 既存事業

□  単年度のみ ☑ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

予算事業名 （新規）学校給食費負担軽減事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 学校教育の充実
一般 10 6 3

教育委員会　教育総務課 ◎

予算科目
会計 款 項 目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　子育て支援の観点から、学校給食費の抜本的な負担軽減のため、保護者負担となっている学校給食
費を支援する。

【内容】
　対象　：市内の小学校に在学する児童
　基準額：児童1人あたり5,200円/月×11か月

【事業費の負担割合】
　学校給食費負担軽減交付金　県（国） 10/10

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠 学校給食法

事業期間
令和 8

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金 135,679 133,677

国庫支出金
財

源

内

訳

国庫支出金

131,446 129,730 県支出金

令和8年度
予算事業費

の内訳

負担金、補助

及び交付金
合　　計

135,679

事　業　費 0 0 135,679 133,677 131,446 129,730 事業費計 0

財

源

内

訳

一般財源 一般財源

地方債

その他 その他

地方債

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

135,679 135,679

135,679
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□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ ☑ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

369 455

455

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

86

財

源

内

訳

一般財源 1,477 1,277 369 369 369 369 一般財源

地方債

その他 その他

地方債

事　業　費 1,504 1,308 455 455 455 455 事業費計 0

令和8年度
予算事業費

の内訳

報償費 需用費
使用料及び

賃借料
負担金、補助

及び交付金
合　　計

210 7 178 60

86 86
財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金

国庫支出金 27 31 86 86

目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　市内の全ての就学前教育・保育施設間の情報共有、職員の研修を行うことにより、子育て支援施策
の円滑な実施と一層の充実、保育士の確保及び定着を図る。

【内容】
　（令和8年度予算の主な内容）
　・≪新規≫保育人材確保の取組を行う。
　　・潜在保育士の就職支援
　　・保育の人材バンクの立ち上げ
　　・市内園見学ツアーを実施

　（その他の主な内容）
　・小城市幼児教育・保育ネットワーク会議の開催
　・保育士の経験年数別研修会、保育等に関する全体講演会の開催
　・市内の就学前園児を対象とした交流会の開催
　・教育委員による園訪問

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠
子ども・子育て支援体制整備総合推進事業費国庫補助金交付要綱、小城市幼児教育・保
育ネットワーク設置要綱、小城市幼保小連携ネットワーク会議設置要綱

事業期間
平成 29

予算事業名 幼児教育・保育ネットワーク事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 こども・子育て支援の充実
一般 3 2 1

教育委員会　保育幼稚園課 ◎

予算科目
会計 款 項
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☑新規事業 □ 既存事業

□  単年度のみ ☑ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

816 6,522

6,522

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

4,891 815

財

源

内

訳

一般財源 816 816 816 816 一般財源

地方債

その他 その他

地方債

事　業　費 0 0 6,522 6,522 6,522 6,522 事業費計 0

令和8年度
予算事業費

の内訳

負担金、補助

及び交付金
合　　計

6,522

4,891 4,891
財

源

内

訳

国庫支出金

815 815 県支出金

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金 815 815

国庫支出金 4,891 4,891

目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとともに、全ての子育て家庭に
対して、多様な働き方やライフスタイルに合わせた支援を強化する。

【内容】
　月一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用することができる
こども誰でも通園制度を開始する。

    対象児童　　：0歳6か月～満3歳未満の未就園児
　実施場所　　：保育所、認定こども園等（本事業の認可を受けた施設）
　利用時間　　：月10時間上限
　保護者利用料：300円程度/時間
　就労要件を問わない
　

【事業費の負担割合】
　国 3/4　県 1/8　市 1/8

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠
子ども・子育て支援法、小城市特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準を定める条
例

事業期間
令和 8

予算事業名
（新規）乳児等通園支援事業（こども誰でも
通園制度） 総

合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名 こども・子育て支援の充実
一般 3 2 2

教育委員会　保育幼稚園課 ◎

予算科目
会計 款 項
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□ 新規事業 ☑既存事業

□  単年度のみ ☑ 単年度繰返 □ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

予算事業名 野外研修センター管理事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名
生涯を通じたまなびの場の
充実一般 10 5 1

教育委員会　生涯学習課 ◎

予算科目
会計 款 項 目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　生涯学習の振興に寄与するため、施設の適正な管理を行い、野外活動その他社会教育に係る学習の
場を提供する。

【内容】
　野外研修センター施設の老朽化に伴い解体を行うため、アスベスト調査及び境界復元を行う。

　令和8年度　  野外研修センターアスベスト含有分析調査業務
　　　 　　　　野外研修センター境界復元業務

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠

事業期間
平成 17

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金

国庫支出金
財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金

令和8年度
予算事業費

の内訳

委託料 合　　計

3,239

事　業　費 1,052 1,079 3,239 0 0 0 事業費計 0

財

源

内

訳

一般財源 1,051 1,079 3,239 一般財源

地方債

その他 1 その他

地方債

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

3,239 3,239

3,239
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☑新規事業 □ 既存事業

□  単年度のみ □ 単年度繰返 ☑ 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 　（　 年度～ 年度）

（単位：千円）

212,100 31 212,131

212,131

令和8年度
予算事業費
の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

財

源

内

訳

一般財源 31 24 一般財源

地方債

その他 その他

地方債 212,100

事　業　費 0 0 212,131 135,624 0 0 事業費計 347,755

令和8年度
予算事業費

の内訳

委託料 工事請負費 合　　計

13,313 198,818

財

源

内

訳

国庫支出金

県支出金

55

347,700135,600

（決算） （計画） （計画） （計画）

県支出金

国庫支出金

目

（計画） （計画）

事業の概要

【目的】
　地域交流の活性化、教育及び文化の振興並びにコミュニティ活動の拠点施設としての環境を整える
ため、劣化した施設の改修及び設備機器等の更新を行う。

【内容】
　芦刈地域交流センターの改修工事を行う。

　令和8～9年度  多目的ホール外改修工事
　　　   　　　　多目的ホール外改修工事監理業務
　　　   　　　　多目的ホール外改修工事監督員支援業務

　※令和7年度    地域交流センター管理事業で実施
　　　   　　　　多目的ホール外改修工事実施設計業務
　　　   　　　　多目的ホール外改修工事実施設計監督員支援業務

事業費の推移
R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 総事業費

（期間限定事業のみ）

法令根拠 小城市地域交流センター条例

事業期間
令和 8 令和 9

予算事業名 （新規）地域交流センター改修事業
総
合
計
画

安全安心の

地域づくり

地域を支える

産業の振興

人にやさしい

小城市づくり

担当部課

施策名
生涯を通じたまなびの場の
充実一般 10 5 2

教育委員会　生涯学習課 ◎

予算科目
会計 款 項
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№ 予算事業名 担当部課 款 項 目
予算額
(千円)

うち交付
金充当額
(千円)

内　　　　　　　　　容

1
学校給食費物価⾼騰
対策事業

教育委員会
教育総務課

10 6 3 22,659 22,659

物価高騰の影響を受けている保護者の負担軽減
のため、給食食材費等の高騰分を支援し、栄養
バランスと量を保った学校給食を提供すること
で、子どもたちの健やかな体づくりの推進を図
る。

2
保育所等給食費補助
事業

教育委員会
保育幼稚園課

3 2 2 9,184 4,592

物価高騰の影響を受けている保護者の負担軽減
のため、私立保育所等に対して、給食食材費等
の高騰分を補助し、栄養バランスと量を保った
給食を提供することで、子どもたちの健やかな
体づくりの推進を図る。

3 小城保育園保育事業
教育委員会
保育幼稚園課

3 2 5 75,218 936

物価高騰の影響を受けている保護者の負担軽減
のため、給食食材費等の高騰分を支援し、栄養
バランスと量を保った給食を提供することで、
子どもたちの健やかな体づくりの推進を図る。

4 砥川保育園保育事業
教育委員会
保育幼稚園課

3 2 5 52,523 531

物価高騰の影響を受けている保護者の負担軽減
のため、給食食材費等の高騰分を支援し、栄養
バランスと量を保った給食を提供することで、
子どもたちの健やかな体づくりの推進を図る。

5
三日月幼稚園幼児教
育・保育事業

教育委員会
保育幼稚園課

3 2 5 88,753 1,841

物価高騰の影響を受けている保護者の負担軽減
のため、給食食材費等の高騰分を支援し、栄養
バランスと量を保った給食を提供することで、
子どもたちの健やかな体づくりの推進を図る。

令和8年度小城市予算　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業一覧
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